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ドラッグストアの伸び、落ち着く 
～第 12 回 熊本市の女性の購買行動調査～ 

 

【調査結果の概要】 

 

【調査概要】 

１．調査対象：熊本市在住の 20 代から 60 代 

の女性モニター500 人 

２．調査時期：2013 年 10 月 

３．調査方法：郵送法  

４．有効回答数：444 人（回答率 88.8％） 

５．回答者の属性   （人、％） 

 

６．これまでの調査 

 1998 年 12 月の第 1 回調査以降、継続的に

調査を行い、前回調査は 2011 年 8 月に実施。 

 

 

  

実数 構成比
20　　代 61 13.7
30　　代 95 21.4
40　　代 93 20.9
50　　代 98 22.1
60　　代 97 21.8
合　　計 444 100.0

１．品目別の利用業態をみると、トップの業態は前回と同じで総体的に変化は小さかっ

た。前回までは酒類、生鮮食料品、日用雑貨で「ドラッグストア」の伸びが目立った

が、今回は化粧品以外ではほぼ横ばいであった。  

２．業態の選択理由をみると、どの品目もトップの選択理由は前回と同じであった。そ

の中で「価格が安い」の比率が下がる一方、「品質が良い」「商品が豊富」などの比率

が上がっている。価格競争が続いてきたが、価格以外の要素をプラスαで意識してい

ると思われる。  

３．自由回答をみると、前回同様「無駄にする」ことを避ける意識の強さがうかがえた。

また、ネットでの買い物やポイント利用をするようになったという記入が目を引き、

多様化が進んでいると言えるだろう。  

利用業態とその略称  

①百貨店 

②ショッピングセンター、総合スーパー

（ＳＣ．ＧＭＳ）  

③食品スーパー（ＳＭ）  

④コンビニエンスストア（ＣＶＳ）  

⑤ホームセンター（ＨＣ）  

⑥ディスカウントストア（ＤＳ）  

 （データの連続性を保つため⑤と⑥は合算）  

⑦ドラッグストア（DgS）  

⑧大形専門店  

⑨一般専門店  

⑩通信販売 

⑪ネットショッピング  

⑫生協 

⑬その他 
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１．利用業態の変化 

（１）前回に比べＤｇＳ利用率の伸びが鈍化 

品目別に見た各業態の利用率を、前回と比較した結果が図表１である。  

各品目での利用率トップの業態は、前回と変わりがなく、生鮮食料品と総菜・弁当では

「ＳＭ」、酒類と日用雑貨では「ＨＣ＋ＤＳ」、家電製品では「大型専門店」、ファッション

衣料では「ＳＣ・ＧＭＳ」、化粧品では「ＤｇＳ」であった。また、2 位以下をみると、利

用率が前回より３ポイント（以下、ｐ）以上伸びた業態の中には一部で順位が上がる動き

もみられたが、総じて変化は小さかったと言えるだろう。 

その中で、前回では「ＤｇＳ」が生鮮食料品、酒類、日用雑貨の 3 品目で利用率が 4.7

ｐ、7.2ｐ、4.6ｐ増えて伸びが目立ったが、今回は化粧品では 4.5ｐ伸びたものの、それ以

外では利用率の変化はわずかであった。薬や化粧品にとどまらず、酒類や食品も扱う“ド

ラッグストア”は、低価格と店舗数の増加に伴って調査を重ねるたびに利用率が伸びてき

たが、今回はその勢いも落ち着いたように見える。生活者の使い分けが定着すると同時に、

他業態の品揃え・商品の見直しなどの対抗策も影響したのではないかと思われる。 

その他に目を引いたのは、総菜・弁当で前回同様２位となった「ＣＶＳ」の伸び（4.4

ｐ増）と、家電製品の「ネットショッピング」（以下「ネット」）の伸び（4.3ｐ増）である。  

 

図表１　利用業態の変化（前回との比較）

生鮮食料品 総菜・弁当 酒類 日用雑貨 家電製品
ファッション

衣料
化粧品

ＳＭ ＳＭ ＨＣ＋ＤＳ ＨＣ＋ＤＳ 大型専門店 ＳＣ・ＧＭＳ ＤｇＳ

72.6% 51.6% 41.0% 74.9% 87.4% 49.8% 50.0%

ＳＣ・ＧＭＳ ＣＶＳ ＳＭ ＤｇＳ ＨＣ＋ＤＳ 百貨店 通信販売

39.4% 33.9% 32.5% 56.2% 25.2% 42.4% 18.9%

ＤｇＳ ＳＣ・ＧＭＳ ＤｇＳ ＳＣ・ＧＭＳ ネット 大型専門店 百貨店

21.4% 28.2% 31.2% 26.5% 10.9% 24.5% 16.2%

生協 一般専門店 ＳＣ・ＧＭＳ ＳＭ 一般専門店 一般専門店 ＳＣ・ＧＭＳ

14.2% 18.5% 21.7% 4.7% 9.9% 18.6% 14.1%

ＨＣ＋ＤＳ 百貨店 ＣＶＳ 生協 通信販売 通信販売 一般専門店

14.0% 11.0% 9.5% 4.2% 4.7% 12.6% 13.2%

備考：１．各品目ごとに利用業態を「２つまで」回答してもらった結果

　　　２．矢印は前回調査との比較で３ポイント以上上昇を黒、３ポイント以上低下をグレー、その他を白で表示
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（２）10 年でＤｇＳの伸び目立つ 

ここで利用業態の長期的変化をみていこう。本調査は 1998 年に開始されているが、現

在の品目・業態と同一基準で比較できる最も古い調査が 2003 年 9 月の第 4 回調査で、今

回、10 年間の変化をみることができる。変化が大きい 4 品目を比べたものが図表２である。 

10 年前と比べ、伸びが一目でわかる業態は生鮮食料品、日用雑貨、化粧品における「Ｄ

ｇＳ」である。生鮮食料品では 10 年前の「生協」にほぼ近い 21.4％に伸び、日用雑貨で

は 10 年前にはわずかな差しかなかった「ＳＣ・ＧＭＳ」に 20ｐ近い差をつけている。化

粧品では 10 年前も今回もトップであるのは同じだが、他業態の２倍以上に伸びている。

この 10 年間で薬・化粧品だけでなく、日常生活に必要な品目の購入先として生活者の間

に定着したのが明らかである。  

一方、ファッション衣料では、「百貨店」が今回わずかながら利用率を上げ、下げ止ま

りの感があるものの低下しており、代わりに「ＳＣ・ＧＭＳ」が増え、2009 年調査（第 9

回）以降は両者は逆転し、大型ＳＣと百貨店の使い分けがみられる。ファッション衣料は

好みに応じて利用店舗がバラエティに富み、利用業態が分散する傾向にある。 

なお、「ネット」を選択肢に加えたのは 2005 年調査（第 5 回）からであるが、先にみた

家電製品の他にも化粧品やファッション衣料で利用率を高めており、インターネットが身

近になってくるに従って、購買先としてもウエイトが高まっているのが分かる。 

図表２　利用業態の変化（2003年9月の第4回調査と今回の比較）
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２．選択理由の変化 

（１）前回に比べ「価格が安い」の比率低下 

次に、品目別に利用する業態の選択理由を前回と比較した結果が図表３である。 

各品目での選択理由のトップは前回と変わらず、生鮮食料品と惣菜・弁当では「近い」、

酒類と日用雑貨では「価格が安い」、家電製品とファッション衣料では「商品が豊富」、化

粧品では「品質がよい」であった。トップの内容に変化がないのは図表１でみた利用業態

と同様である。  

しかし、2 位以下をみると「品質がよい」が生鮮食品や総菜・弁当で 3ｐ以上伸び、「商

品が豊富」も酒類と化粧品で伸びている。その一方で、「価格が安い」は生鮮食料品、総菜・

弁当、化粧品で３ｐ以上低下しているのをはじめ、すべての品目で前回より低くなってい

るのが目を引いた。その結果、生鮮食料品で「品質がよい」が 4.2ｐ上昇して前回の 4 位

から 2 位に上がり、「価格が安い」と「商品が豊富」がそれぞれランクダウンしたのをは

じめ、総菜・弁当で「品質がよい」と「価格が適当」が、化粧品で「商品が豊富」と「価

格が安い」の順位が逆転している。 

酒類や日用雑貨では依然として「価格が安い」がトップで低下率もわずかであるが、総

体的には価格志向がやや弱まった印象である。デフレ下で価格競争が続いてきたが、生活

者の意識は価格以外の要素にも向いており、価格志向一辺倒ではない、多様性を物語って

いる。 

 

図表３　利用業態選択理由の変化（前回調査との比較）

生鮮食料品 総菜・弁当 酒類 日用雑貨 家電製品
ファッション

衣料
化粧品

近い 近い 価格が安い 価格が安い 商品が豊富 商品が豊富 品質がよい

44.1% 40.9% 64.1% 66.5% 56.5% 60.3% 43.0%

品質がよい 商品が豊富 近い 商品が豊富 価格が安い 品質がよい 商品が豊富

31.9% 31.7% 32.2% 44.5% 43.2% 34.6% 27.5%

価格が安い 品質がよい 商品が豊富 近い 価格が適当 価格が適当 価格が安い

31.2% 29.6% 25.1% 26.7% 25.4% 23.0% 25.9%

商品が豊富 価格が適当 駐車場使いやすい 駐車場使いやすい 品質がよい 価格が安い 価格が適当

26.7% 27.7% 15.9% 12.6% 12.1% 18.1% 22.9%

価格が適当 価格が安い 価格が適当 価格が適当 サービス・特典あり 外出必要なし 近い

25.2% 15.1% 10.5% 12.6% 11.4% 8.5% 13.4%

備考：１．各品目ごとに選択理由を「２つまで」回答してもらった結果

　　　２．矢印は前回調査との比較で３ポイント以上上昇を黒、３ポイント以上低下をグレー、その他を白で表示
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（２）10 年前との比較は業態に比べ変化は小さい 

選択理由について、利用業態と同じように４つの品目で 10 年前の調査と比較してみた

のが次ページの図表４である。 

4 品目とも、選択理由のトップは変わっておらず、総体的にみて図表 2 で見た業態の変

化ほどの差は生じていない。たとえば 10 年間で 10ｐ以上変化したのは、日用雑貨の「商

品が豊富」だけで、5ｐ以上の変化をみても、ファッション衣料の「価格が適当」「品質が

よい」、と生鮮食料品の「品質がよい」「１ヶ所で揃う」の４つにとどまる。  

大きな変化はあまり見られない中で、生鮮食料品では「品質がよい」と「価格が安い」

がそろって伸び、日用雑貨では「価格が安い」と「商品が豊富」の差が縮まり、ファッシ

ョン衣料でも「品質がよい」と「価格が適当」「価格が安い」の差が縮まっている。つまり、

長く続いたデフレのもとで価格だけでなく、“品質がよくて価格も安い”“品ぞろえが豊富

で価格も適当”、と価格と価値のバランスに対する要求度が上がっているとも言えるだろう。 

 

 

  

図表４　品目別にみた利用業田選択理由の変化（2003年9月の第4回調査と今回の比較）
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３．自由回答から 

本調査では、例年「いろいろな商品の買い方・買い物の仕方について、ここ 1 年の間に

始めたこと、やめたことがあればご記入ください」という設問を設け、自由に記入しても

らっている。今回も全体の 59.0％に当たる 262 人から回答を寄せられた。その内容をみる

と、「無駄」に言及した人が 32 人、「まとめ買い」については 34 人であった。“買ったも

のを無駄にしない”ように、“まとめ買いをやめた”あるいは逆に“まとめて買う”という

回答が目立ったが、この傾向は前回でもみられたもので、無駄を避けたい、後悔を避けた

いという気持ちは依然として強いようだ。  

また、今回目を引いたのは、「ネット」の利用を 30 人が言及していた点である。“ネッ

トで買うようになった”“ネットで調べる”という回答が多く、“ネットで買うのをやめた”

という回答もあったが、ネットでの購買が浸透し、購買チャネルの多様化が進んでいるこ

とが読み取れた。  

この 10 年間の小売り環境の変化に目を向ければ、熊本都市圏に大型ＳＣが開業したの

をはじめ、食品にウエイトをおいたＤｇＳが店舗を増やした時期であった。また本調査で

用いてきたＤｇＳやＤＳ、ＨＣといった業態区分はその企業の成り立ちや得意分野を示し

てはいるものの、現実には業態にこだわらない店舗や、業態にかかわらず“ディスカウン

ト”を標榜する店舗の増加に伴って、業態区分をしづらい状況が生じている。  

こうした環境の変化が 10 年前と比べた購入先の変化にも表れていた。たとえば、Ｄｇ

Ｓが薬・化粧品にとどまらず、生鮮食料品や日用雑貨などの日常的な買物にすっかり定着

し、今回調査では伸びが一旦落ち着いた感がある。衣料品は、百貨店への集中からＳＣと

の棲み分けへと変わった。また、高速インターネットの普及で生活スタイルが大きく変化

したこの 10 年間を反映し、ネットの利用は確実に浸透してきている。  

その中で、店舗選択理由の変化をみると、“安く”て“品質がよく”かつ“商品も豊富”、

しかも日常的な買い物ではさらに“近く”が加わる。価格も質も、利便性も、と要求水準

が上がっているのを感じる。価格志向の強弱は所得環境や景況感、価値観などで変動する

と思われるが、価値に見合う価格か、これを購入して失敗しないか、といったことを見極

めながら店舗を使い分けており、購入先を選ぶ目は厳しく、多様化すると思われる。 

 


